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1. はじめに 
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図-1 供試体A詳細 
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図-2 供試体B詳細 

 鉄道橋における免震支承部の移動制限装置は，橋軸直角

方向に対し，列車走行性を確保するために常時およびレベ

ル 1 地震動時には抵抗するが，レベル 2 地震動時には抵抗

せずに，免震支承の水平力分散機能および減衰機能の妨げ

とならないことが要求される．現在，免震支承の移動制限

装置として実績の多いサイドブロック（以下SB と称する）

にこの要求性能を負担させるには，レベル 1 を越える地震

力作用時に，装置本体や取付けボルトなどを破壊させる手

法が一般的である．これらは，せん断破壊などの脆性的な

破壊形態を想定したものがほとんどであるが，脆性破壊の

ように瞬間的な耐荷力の低下は，下部構造など他の部位に

有害な損傷を与える可能性も指摘されている．したがって，

本研究では想定した水平荷重で破壊した後緩やかな荷重低

下を伴う破壊形態を示す緩衝型移動制限装置の一つとして

ねじり破壊型 SB を提案し，静的破壊実験によってその効

果についての検証を行った． 

供

供
2. 実験の概要 

(1)供試体 

本研究で用いた SB の構造は，図-1，2 に示すように逆 T

型の形状で，突起部の基部にねじり破断部を設けている．

本構造形式では，破断部の断面形状や断面積により，供試

体の耐荷力や荷重－変位特性を制御できると考えられる．

材質は，溶接構造用圧延鋼材SM490A とし，本体の寸法形

状の異なるA，B の供試体を設定した．ここに，供試体A-

①は設計水平力 238kN，供試体A-②，③は同 119kN，およ

び供試体B-①～④は同 25kN をレベル 2 地震動時における

破断水平力として設定した．ねじり破断面の水平方向寸法

a，鉛直方向寸法 b，水平荷重載荷点からねじり破断面の中

心までの距離 h，およびねじり破断部の切欠き幅 L（供試

体B-②，③，④のみ）として各供試体における寸法を表-1

に示す． 

(2)実験方法 

供試体 A の破壊実験は，SB のみではなく，高減衰ゴム

支承（HDR）

面形状が 400

である．供試

26MN，水平

い，水平方向

荷は免震支承

変位（135m
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表-1 ねじり破断部諸元（単位:mm） 
  a b h L 

① 86 65 153.5 - 
② 61 65 153.5 - 試体 

A 
③ 86 33 137.5 - 
① 27 32 202.5 - 
② 40 15 196.5 5 
③ 40 15 196.5 2 

試体 
B 

④ 40 15 196.5 5 
 

 

図-3 実験状況 

と組み合わせて行った．HDR の形状は，平

×400mmで，9mm のゴム層を 6 層有するもの

体A の実験状況を図-3に示す．実験には鉛直

13MN の載荷能力を有する二軸載荷装置を用

へ 0.1mm/sec の速度で強制変位を与えた．載

の許容せん断ひずみである 250%に相当する

m）までとした． 

静的破壊実験 
X 048-259-1139 



供試体 B の破壊実験は，SB 単体での要素実験とし，鉛

直 2MN，水平 0.4MN の二軸載荷装置を用いた．載荷方法

は供試体A と同様とした．ただし，載荷は SB が転倒し，

水平載荷板と接触しなくなるまでとした． 

3. 実験結果および考察 

 図-4に供試体A の実験結果を示す．なお，ここでは実験

で得られた荷重値がSBとHDRを組み合わせたものである

ことから，別途行った HDR の要素実験で得られた荷重値

を差し引き，SB 単体における荷重－変位曲線として示して

いる．いずれの供試体も最大荷重を示した後，急激に荷重

が低下することなく，緩やかに低下する傾向が見られる．

特にねじり断面を長方形とした供試体A-③では，水平荷重

がほぼ零に近い状態まで低下していることがわかる．図-5

は供試体B の実験結果を示したものである．供試体A と同

様に緩やかなカーブを描きながら荷重が低下しており，ね

じり断面を長方形とした供試体B-③，④では，水平荷重が

ほぼ零まで変化している．図-6は，供試体B-④における破

断後の状況を示したものである．わずかな拘束ねじりによ

る曲げ変形が生じた後せん断破壊が生じていることが確認

できる． 

ねじり断面の応力度および破壊時における水平力を次式

により求め，その結果を実験値と比較したものを表-2に示

す．また，ねじり断面の辺長比に対する実験値と設計値の

比との関係を図-7に示す． 
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ここに，τ：ねじりせん断応力度（N/mm２） 
Ｈ：最大作用水平力(kN) 
Ｈａ：想定破壊時水平力 
τａ：許容せん断応力度（N/mm２）で鋼材ミル

シートに示される引張強さσB を 3 で除

した値を示す． 
 

表-2 設計最大破断荷重と実験値との比較 
ａ mm 86 65 86 32 40 40 40 

ｂ mm 65 61 33 27 15 15 15 

a/b － 1.32 1.07 2.61 1.19 2.67 2.67 2.67 

ｈ mm 153.5 153.5 137.5 202.5 196.5 196.5 196.5 

Ｈ kN 238 119 119 25 25 25 25 

τ N/mm2 150.8 113.3 262.1 325.5 818.8 818.8 818.8 

σB N/mm2 521 521 521 546 546 546 546 

τa N/mm2 300.8 300.8 300.8 315.2 315.2 315.2 315.2 

Ｈa kN 474.7 315.9 136.6 24.2 9.6 9.6 9.6 

実験値 kN 650 405 370 34.2 26.3 24.8 25.0 

比率  1.37 1.28 2.71 1.41 2.73 2.58 2.60 

 
図-7より，ねじり断面における長辺と短辺の比が大きく

なるに従い，計算値と実験値との比率も上昇していること

がわかる．これらの傾向をつかむことにより，破断荷重を

コントロールし，要求性能に見合った SB を設計すること

ができると思われる． 
以上より，ねじり破壊型サイドブロックは，鉄道橋免震

支承用移動制限装置として有効な手段の一つであると思わ

れる． 
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 図-4 供試体A の実験結果 
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図-5 供試体Bの実験結果 

 
図-6 ねじり破断面の破断状況 
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図-7 ねじり断面の辺長比に対する実験値と設計値の比 
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